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1医療制度改革における位置づけ  
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医療制  度改革法の概要  
医療制度改革大綱の基本的な考え方  

【良賃な医療を捷供する体制の確立を図るための医療  

】  

①都道府県を通じた医療機関に関する情報の公表制度の創設  

など情報提供の推進  

②医療計画制度の見直し（がんや小児救急等の医療連携体制  

の構築、数値目標の設定等）等  

③地域や診療科による医師不足問題への対応（都道府県医療  

対策協議会の制度化等）  

④医療安全の確保（医療安全支援センターの制度化等）  

⑤医療従事者の資質の向上（行政処分後の再教育の義務化等）  

⑥医療法人制度改革  等  

1．安心一倍頼の医療の確保と予防の重視  
（1）患者の視点に立った、安全・安心で質の高い医療   
が受けられる体制の構築  

■医療情報の提供による適切な選択の支援   

・医療機能の分化・連携の推進による切れ目のない  

医療の提供（医療計画の見直し等）   

・在宅医療の充実による患者の生活の質（QOL）の  

向⊥   

・医師の偏在によるへき地や小児科等の医師不足  

問怒への対応 等  

（2）生活習慣病対策の推進体制の構築   

・「内臓脂肪症候群（メタポリツクシンドローム）」の概  

念を導入し、「予防」の重要性に対する理解の促  
進を図る国民運動を展開  

医療計画、介護保険事業支援計画、  
康増進計画との調和  が必要  

【健康保険法等のづ 

①医療費適正化の総息的な推進  

正化計画の  に対する一定の予防健診  
の義務付け  

・保険給付の内容、範囲の見直し等  

・介護療養型医療施設の廃止  

②新たな高齢者医療制度の創設（後期高齢者医療  

前期高齢者の医療費にかかる財政調整）  

ヽ 設 創 の 膿 静  

③都道府県単位の保険者の再編・統合（国保の財政基盤強化、  

疎管健保の公法人化等） 等   
（2）都道府県単位の保険者の再編・統合   



医 療 真 の 動 向  

○我が国の国民医療費は国民所得を上回る伸びを示している。  

（％）  
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・食事療養費  
制度の創設   

7   8 し＋ノ  
・老人一部負担金の   
物価スライド実施   

9   10 11 12  

●…  度  

一部負担導入  

1314151617 年度  
・診療報酬・薬・被用者本人・診療報酬・  
価等の改定 3割負担へ 薬価等の改定  
▲2．7％  引上げ  

・高齢者1割  

負担徹底  

▲1．0％  

国民医療費等の対前年度伸び率（％）  
60   6   7   8   9   10   12   13   14   15   16   17   

国民医療費   6．1   5．9   4．5   5．6   1．6   2．3   3．8  ▲1．8  3．2  ▲0．5  1．9   1．8  3．2   

老人医療費   12．7  9．5   9．3   9．1   5．7   6．0   8．4  ▲5．1  4．1   0．6  ▲0．7  ▲0．7  0．6   

国民所得   7．4   1．4  0．1   1．7  0．4  ▲3．4  ▲1．2  2．0’  ▲2．8  ▲1．5  0．7   1．3   1．3  

注1：国民所得は、内閣府発表の国民経済計算（2007年6月発表）による。  

注2：老人医療糞は、平成14年の制度改正により、対象年齢が70歳から段階的に引き上げられており、平成17年10月より73歳以上と  
なっている。  3   



全
国
平
均
と
の
差
（
万
円
）
 
 0

 
 
 

福北大長高広佐京沖石鹿熊大山香岡兵兼愛愛徳和福奈宮富滋埼鳥秋岐島福神宮青群山茨三栃千岩静山新長 岡海阪崎知 

島架都縄川児本分⊂川山庫京嬢知島歌井良崎山賀玉取田阜根島奈城森馬梨城重木葉手間形潟野      ヽヰ・ 道  
鳥  山  川  

4   



医療責増加の構図   



中長期的な医療貴通正化方策  

◎ 平成20年度を初年度とする医療費適  5年計画）において、政策目標を掲  
生活習慣病予防の徹底 → 政  

平均在院日数の短縮 →   

共同作業  

○ 都道府県医療費適正化計画の作成  

○ 事業実施  

（生活習慣病対策）  

・保険者事業（健診・保健指導）の指導  

・市町村の啓発事業の指導  

（在院日数の短縮）  

1医療機能の分化・連携の推進、在宅医療の推進   
一病床転換の支援  

○ 計画の進捗状況の評価（中間年・平成22年度）、   

実績の評価（最終年の翌年・平成25年度）  

○ 全国医療貴通正化計画■医療費適正化基本方針の作成   

○ 都道府県における事業実施への支援   
一平均在院日数の短縮に資する診療報酬の見直し   

一医療提供体制の整備  

・人材養成  

・病床転換に関する財政支援   

○ 計画の進捗状況の評価（中間年・平成22年度）、   

実績の評価（最終年の翌年・平成25年度）  
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都道府県医療貴適正化計画（期間5年）  全国医療貴通正化計画（期間5年）  

※市町村と協議  

・都道府県における目標  

一住民の健康の保持の推進に関する目標  

一医療の効率的な提供に関する目標  

・目標達成のために都道府県が取り組むべき施策  

・保険者、医療機関その他の関係者の連携・協力  
・計画期間の医療真の見通し 等  

■国が達成すべき目標  

一国民の健康の保持の推進に関する目標  

一医療の効率的な提供の推進に関する目標  

・目標達成のために国が取り組むべき施策  

・保険者、医療機関その他の関係者の連携・協力  
・計画期間の医療費の見通し 等  

※健康増進計画、医療計画、介護保険事業支援計画との調和規定  

h｛   



医療貴適正化計画及び関連計画等の策定スケジュール  

18年10月   19年3月  19年4月   19年夏～秋  20年4月  

医療費適正化基本方針案  

の提示  

医療貴通正化基本方  

針の施行  

都道府県医療貴通正化  

計画の策定  
〔
医
療
貴
通
正
化
〕
 
 

都道府県医療費  

適正化計画の施行  

全国医療貴適正化計画  

（案）の提示  
全国医療費適正化計  

画の施行  

〔
健
康
増
進
計
画
〕
 
 

健康増進法に基づく基本方  

針改正案の提示  

都道府県健康増進計画改  

定ガイドライン確定版を提  
新しい都道府県健康  
増進計画の施行  

新しい都道府県健康増  

進計画の策定  

〔
医
療
計
画
〕
 
 

改正医療法施行  

医療法に基づく基  

本方針の施行  

新しい都道府県医  

療計画の策定  

新しい都道府県医療  

計画の施行  

地域ケア整備構想（都  

道府県）の策定  

（21年4月）  

第4期介護保険  

事業支援計画  

の施行  

地域ケア整備指針（国）の  

策定  

療養病床アンケート  
調査の実施・集計一  

分析  
〔
介
護
〕
 
 

第4期介護保険事業支援計画の参  
酌標準の基本的考え方の提示  
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